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2024.4 

介護予防・日常生活支援総合事業 
第一号通所事業契約書別紙（兼重要事項説明書）② 

 

社会福祉法人 邦知会 ハーモニー広沢 

 

あなた（利用者）に対するサービスの提供開始にあたり、当事業者があなたに説明すべき重要事

項は、次のとおりです。 

 

１．事業者（法人）の概要 

事業者（法人）の名称 社会福祉法人 邦知会 

主たる事務所の所在地 〒３７６－００１３  群馬県桐生市広沢町６丁目３０７－３ 

代表者（職名・氏名） 理事長 祖父江 啓子 

設立年月日 平成９年７月３１日 

電話番号 ０２７７－５３－１１５０ 

 

２．ご利用事業所の概要 

ご利用事業所の名称 社会福祉法人 邦知会 ハーモニー広沢 

サービスの種類 介護予防通所介護相当サービス 

事業所の所在地 〒３７６－００１３  群馬県桐生市広沢町６丁目３３２－１ 

電話番号 ０２７７－５３－１１２０ 

指定年月日・事業所番号 平成３０年４月１日群馬県指定 １０７０３００８３３ 

実施単位・利用定員 １単位 定員３０人 

通常の事業の実施地域 桐生市（旧桐生市）・太田市・足利市の区域とします 

 

３．事業の目的と運営の方針 

事業の目的 

要支援状態等である利用者が、その有する能力に応じ、可能な限り居宅において

自立した日常生活を営むことができるよう、生活の質の確保及び向上を図るとと

もに、安心して日常生活を過ごすことができるよう、介護予防通所介護相当サー

ビスを提供することを目的とします。 

運営の方針 

事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介護保険法その他関係法

令及びこの契約の定めに基づき、関係する市町村や事業者、地域の保健・医療・

福祉サービス等と綿密な連携を図りながら、利用者の要支援状態等の軽減や悪化

の防止、もしくは要介護状態となることの予防のため、適切なサービスの提供に

努めます。 
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４．提供するサービスの内容 

 第一号通所事業は、事業者が設置する事業所（デイサービスセンター）に通っていただき、入浴、

排泄、食事等の介護、生活等に関する相談及び助言、健康状態の確認やその他利用者に必要な日常

生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持を図るサービスです。 

 

５．営業日時 

営業日 
日曜日から金曜日まで 

ただし、年末年始を除きます。 

営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分まで 

サービス 

提供時間 
午前９時１５分から午後４時４５分まで 

 

６．事業所の職員体制 

従業者の職種 勤務の形態・人数 

生活相談員 １名以上 

看護職員 

１名以上 

連携による配置 

連携事業所の名称及び所在地      

指定訪問看護事業所  

社会福祉法人邦知会 グレイス広沢 

桐生市広沢町６丁目３０７－１１ 

介護職員 ５名以上 

機能訓練指導員 ２名以上 

管理栄養士 １名以上 

歯科衛生士 １名以上 

 

７．サービス提供の担当者 

 あなたへのサービス提供の担当職員（生活相談員）及び管理責任者（管理者）は下記のとおりで

す。 

 サービス利用にあたって、ご不明な点やご要望などありましたら、何でもお申し出ください。 

担当職員の氏名 

生活相談員 木村 祐太 

生活相談員 中村 大介 

生活相談員 野上 敦子 

管理責任者の氏名 管 理 者 古谷 忠之 
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８．利用料 

 あなたがサービスを利用した場合の「基本利用料」は以下のとおりであり、あなたからお支払い

いただく「利用者負担金」は、原則として負担割合証に応じた額です。ただし、介護保険の支給限

度額を超えてサービスを利用する場合、超えた額の全額をご負担いただきます。また、介護保険料

滞納による支給制限対象者につきましては、３割（負担割合証に記載の割合が３割の場合は４割）

の負担となります。 

 

（１）第一号通所事業・介護予防通所介護相当サービスの利用料 

【基本部分】 

利用者の 

要介護度 
基本利用料 

利用者負担 

（１割） 

利用者負担 

（２割） 

利用者負担 

（３割） 

事業対象者 

要支援１ 

（1）１７，９８０円  

（１月につき） 
１，７９８円 ３，５９６円 

 

５，３９４円 

事業対象者 

要支援２ 

（2）３６，２１０円  

（１月につき） 
３，６２１円 ７，２４２円 

 

１０，８６３円 

上記の基本利用料は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合は、これら

基本利用料も自動的に改定されます。なお、その場合は、事前に新しい基本利用料を書面でお知ら

せします。 

 

【加算】 

以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

若年性認知症 

受入加算 

若年性認知症利用者ごとに個別

に担当者を定め、ニーズに応じ

たサービスを提供した場合 

２,４００円 ２４０円 ４８０円 

     

 ７２０円 

生活機能向上 

グループ活動

加算 

生活機能の向上に対して実施さ

れる日常生活上の支援を行った

場合 

１,０００円 １００円 ２００円 

     

 ３００円 

 

栄養アセスメ

ント加算 

管理栄養士、その他の職種が共

同して栄養アセスメントを行

い、利用者、家族に説明し必要

に応じて相談に応じること。ま

た、栄養状態等の情報について

厚生労働省に提出しフィードバ

ックを受けた場合 

５００円 ５０円 １００円 

     

    

１５０円 
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栄養改善 

加算 

低栄養状態等の利用者へ栄養食

事相談等の栄養改善サービスを

行なった場合。また、栄養改善

サービスの提供に当たり、必要

に応じ居宅を訪問した場合 

（3 月以内の期間に 2 回まで） 

２，０００円 ２００円 ４００円 ６００円 

口腔機能向上

加算（Ⅱ） 

口腔機能の向上を目的として口

腔清掃指導や摂食・嚥下機能訓

練などの口腔機能向上サービス

を行なった場合（１回につき。

月２回まで）、また、口腔機能改

善管理指導計画等の情報を厚生

労働省に提出しフィードバック

を受けた場合 

１，６００円 １６０円 ３２０円 ４８０円 

一体的サービ

ス提供加算 

栄養改善サービス及び口腔機能

向上サービスを実施した場合 ４，８００円 ４８０円 ９６０円 １，４４０円 

口腔・栄養スク

リーニング 

加算（Ⅰ） 

利用開始時及び 6 ヶ月ごとに口

腔の健康、栄養状態を確認し介

護支援専門員に提供した場合 

２００円 ２０円 ４０円 

     

  ６０円 

口腔・栄養スク

リーニング 

加算（Ⅱ） 

栄養改善加算や口腔機能向上加

算を算定している場合に口腔の

健康、栄養状態を確認し介護支

援専門員に提供した場合（６月

に 1 回を限度） 

５０円 ５円 １０円 

      

 

１５円 

科学的介護推

進体制加算 

さまざまなケアにより記録して

いる利用者の状態像に関する情

報について厚生労働省に提出

し、得られるフィードバックを

もとに、PDCA によりケアの質を

高めていく取組を行った場合 

４００円 ４０円 ８０円 １２０円 

サービス提供

体制 

強化加算（Ⅰ） 

介護福祉士の資

格を保有する職

員が、基準以上配

置されている場

合 

事業対象者 

・要支援１ 
８８０円 ８８円 １７６円 ２６４円 

事業対象者 

・要支援２ １，７６０円 １７６円 ３５２円 ５２８円 

介護職員処遇

改善加算（Ⅰ） 

※ 

基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施している場

合 

基本サービス費に各事業加算を加えた総額に加算率 5.9％を乗じた額 

（令和６年５月まで） 

介護職員等特

定処遇改善加

基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施している場

基本サービス費に各事業加算を加えた総額に加算率 1.2％を乗じた額 

（令和６年５月まで） 
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算（Ⅰ）※ 合 

介護職員等ベ

ースアップ等

支援加算※ 

基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施している場

合 

基本サービス費に各事業加算を加えた総額に加算率 1.1％を乗じた額 

（令和６年５月まで） 

介護職員等処

遇 改 善 加 算

（Ⅰ）※ 

基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施している場

合 

基本サービス費に各事業加算を加えた総額に加算率 9.2％を乗じた額 

（令和６年６月から算定） 

※のついた加算は区分支給限度額の算定対象から除かれます。 

【減算】 

減算の種類 減算の要件 

減算額 

基本減算額 利用者負担

（１割） 

利用者負担 

（２割） 

利用者負担  

（３割） 

 

送迎を行わな

い場合の減算 

利用者に対して、

居宅と通所介護事

業所間の送迎を行

わない場合（片道

につき） 

－４７０円 －４７円 －９４円 －１４１円 

※事業者が送迎を行わない場合の減算の範囲 

 利用者負担（１割） 利用者負担（２割） 利用者負担（３割） 

基本利用料（1）を算定して

いる場合の１月の減算上限 －３７６円 －７５２円 －１，１２８円 

基本利用料（2）を算定して

いる場合の１月の減算上限 －７５２円 －１５０４円 －２，２５６円 

 

 

※のついた加算は区分支給限度額の算定対象から除かれます。 

 

（２）その他の費用 

食   費 １食あたり ５５０円（おやつを含む） 

おやつのみ １食あたり １００円（昼食を利用しない場合） 

 

利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をされた場合、取消

料として下記の料金をお支払い頂く場合があります。ただし、ご利用者の体調不良等正当な事由

がある場合は、この限りではありません。 

利用予定日の前日までに申し出があった場合 無料 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 食費相当額 
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（３）支払い方法 

 上記（１）の利用料（利用者負担分の金額）は、１ヵ月ごとにまとめて請求しますので、次のい

ずれかの方法によりお支払いください。（１ヶ月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利

用日数に基づいて計算した金額とします。） 

支払い方法 支払い要件等 

指定金融機関口座か

らの引き落とし 

サービスを利用した月の翌月の７日（祝休日の場合は翌営業日）に、下記の

指定金機関の口座より引き落とします。 

 ※指定金融機関 

足利銀行（支店は問いません）又は郵便局（どの局でも可） 

上記以外の金融機関

口座からの引き落と

し 

上記以外の金融機関からの引き落としをご希望の場合、サービスを利用した

月の翌月の１２日（祝休日の場合は翌営業日）に、ご指定いただいた金融機

関の口座より引き落とします。 

 ※手数料１５４円は、ご利用者側負担となります。 

 

９．個人情報の取り扱い 

（１）利用目的 

当施設では、ご利用者から提供されたご利用者およびご家族に関する個人情報を、下記の目的以外

に使用致しません。 

①  ご利用者に提供する介護サービス等 

② 介護保険事務 

③ ご利用者のために行う管理運営業務（入退所等の管理、会計、事故報告、介護・医療サービス

の向上等） 

④  施設のために行う管理運営業務（介護サービスや業務の維持、改善の基礎資料の作成、施設等

において行われる学生等の実習への協力、職員の教育のために行う事例研究等） 

 

（２）第三者への提供 

当施設では、下記の利用目的のためにご利用者およびご家族の個人情報を第三者に提供することが

あります。 

①  介護保険事務などの施設業務の一部を外部事業者へ業務委託を行う場合 

②  他の介護事業所等との連携（サービス担当者会議等）及び連絡調整が必要な場合 

③  ご利用者の受診等にあたり、外部の医師の意見・助言を求めるため会議記録やケアプラン等を

提供する場合 

④  ご家族への心身状態や生活状況の説明 

⑤  研修等の実習生やボランティアの受け入れにおいて必要な場合 

⑥  保険事務の委託（一部委託含む） 

⑦ 損害賠償保険などの請求に係る保険会社等への相談又は届出等 

⑧ 保険者等、行政機関や他の関係機関からの照会への回答 

⑨  外部監査機関、評価機関等への情報提供 

⑩  介護保険審査支払機関へのレセプト請求及び介護保険審査支払機関からの照会への回答 

 

（３）ご利用者に関するお問い合せへの対応 
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当施設では、ご利用者に関する来園やお電話でのお問い合せに対し、慎重に対応させて頂いており、

ご利用者のプライバシーに関わる個人情報につきましては（２）の場合を除き外部に対し情報提供致

しませんが、ご利用者が施設を利用されているかどうかについてのみ、お問い合せに対して情報提供

させて頂きます。お問い合せに対し回答して欲しくない方のご指定や、情報提供範囲についてのご希

望がおありの場合は遠慮無くお申し出下さい。 

 

（４）施設内での写真の掲示及び施設報等でのお名前、写真の掲示 

当施設では、外出やお祭り行事等の楽しい思い出を、参加されたご利用者に楽しんで頂くため、で

きるだけたくさん掲示するようにしております。またご利用者およびご家族、施設外の方々に施設へ

の理解を深め、施設での様子を知っていただくため、施設報にお名前やお写真を掲載することがあり

ます。施設内での写真の掲示、施設報等へのお名前・お写真の掲載について希望されない場合は遠慮

無くお申し出下さい。 

 

１０．緊急時における対応方法 

 サービス提供中に利用者の体調や容体の急変、その他の緊急事態が生じたときは、速やかに主治

医及び家族等へ連絡を行う等、必要な措置を講じます。 

 

１１．事故発生時の対応 
（１）サービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族、担当の地域包括支援

センター等へ連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、事故の状況及び事故に際し

て採った処置を記録することと致します。 

（２）事故が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じるものと致します。 

（３）当施設において、施設の責任によりご利用者に対して生じた損害については、すみやかに損害賠

償をさせて頂きます。ただし、その損害の発生について、ご利用者に故意又は過失が認められる

場合には、ご利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる場合に限り、施設の損害

賠償額を減じる場合があります。 

（４）事故の発生において、施設の責任がないと認められる場合、施設は損害賠償責任を負わないもの

とします。 

 

１２．苦情相談窓口 

（１）サービス提供に関する苦情や相談は、当事業所の下記の窓口でお受けします。 

事業所相談窓口 

社会福祉法人 邦知会 ハーモニー広沢（受付担当者 グループリーダー） 

Tel ０２７７－５３－１１２０（事務所）または 

       邦知会御利用案内センター 

Tel０１２０－８０－４１６５ 

※受付時間  毎週月曜日～金曜日   ８：３０～１７：３０まで 

 

（２）サービス提供に関する苦情や相談は、下記の機関にも申し立てることができます。 

苦情受付機関 

桐生市役所保健福祉部健康長寿課 

桐生市織姫町１－１ 

電話番号 ０２７７－４６－１１１１ 

受付時間 ８：３０～１７：１５ 

群馬県国民健康保険団体連合会 

前橋市元総社町３３５－８ 

電話番号 ０２７－２９０－１３２３ 

受付時間 ９：００～１６：３０ 

群馬県社会福祉協議会 受付時間 ９：００～１７：００ 
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運営適正化委員会 

前橋市新前橋町１３－１２ 

 

 
１３．虐待の防止と身体拘束等の原則禁止について 

当施設では、ご利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講

じます。 

①  虐待防止に関する専任の担当者を選定しています。 

 

 

  

②  身体拘束廃止に関する専任の担当者を選定しています。 

 

 

③ 虐待防止委員会・身体拘束対策委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知します。 

④ 虐待防止のための指針・身体拘束等適正化のための指針を整備します。 

⑤ 従業者に対し、虐待防止、身体拘束廃止・改善のための研修を定期的に行います。 

⑥ サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）に

よる虐待を受けたと思われるご利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 

 

１４. ハラスメント対策について 
（1）事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい職場づくりを 

目指します。 

（2）利用者及び家族が事業者の職員に対しておこなう、暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等の迷惑行為、

セクシャルハラスメントなどの行為を禁止します。 

 

１５. 提供するサービスの第三者評価の実施状況 
 

 

 
１６. 衛生管理等 

施設において感染症が発生、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

（１）施設における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を概ね３ 

か月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底します。 

（２）施設における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

（３）従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施 

します。 
 

１７. 感染症や災害の対応力強化について 
（1）感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続してサービスの提供を受けられるよう、サ

ービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画

（以下「業務継続計画」という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、従業者に対し

て、必要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施します。  

（2）業務継続計画の定期的かつ必要に応じての見直しを行います。 

 
１８．サービスの利用にあたっての留意事項 

 サービスをご利用にあたってご留意いただきたいことは、以下のとおりです。 

（１）サービスの利用中に気分が悪くなったときは、すぐに職員にお申し出ください。 

（２）複数の利用者の方々が同時にサービスを利用するため、周りの方のご迷惑にならないようお

願いします。 

虐待防止受付担当者 在宅サービス部長 

身体的拘束等適正化担当者 グループリーダー  

第三者評価の実施状況 未実施 
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（３）体調や容体の急変などによりサービスが利用できなくなったときは、できる限り早めに当事

業所又は担当の地域包括支援センター等の担当者へご連絡ください。 

 

 


